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京都市の普通会計財務書類

（平成２５年度版）

平成２７年４月

京都市行財政局
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はじめに

本市では，平成１２年度（平成１１年度決算分）から，市の財政状況を分かりやすく

説明する取組の一環として，国が示した基準（総務省方式）に従い，企業会計的手法を

採り入れた「バランスシート」等の財務書類を作成・公表してきました。

平成２１年度（平成２０年度決算分）からは，「総務省方式改訂モデル」に準拠して，

財務書類４表（貸借対照表，行政コスト計算書，純資産変動計算書，資金収支計算書）

を作成・公表しています。

また，本市では，平成２２年度，平成２３年度において，土地や建物等の時価評価を

段階的に実施し，固定資産台帳の整備に取り組みました。

現在では，全国のほぼすべての自治体が財務書類の作成を行うようになりましたが，

複数の方式（総務省方式改訂モデル，基準モデル，一部の自治体による独自方式）が併

存し，固定資産台帳の整備の進展にも差があるなど，自治体間における比較分析が困難

な状況となっています。

このような状況もあり，平成２７年１月には，国により新しい基準（統一的な基準）

が示されるとともに，全国の自治体に対して，平成２９年度までに「統一的な基準」に

よる財務書類を作成するよう，要請がなされました。

平成２７年度には，「統一的な基準」に基づいた財務書類を作成するためのソフトウ

ェアが国から提供される予定であり，本市においても，今後，その状況を踏まえて，で

きるだけ早期に「統一的な基準」による財務書類の作成を進めてまいります。

こうしたことから，この平成２５年度決算に基づく財務書類は，本市が従前から作成

している総務省方式改訂モデルにより作成しています。

なお，固定資産台帳の整備を終えて３箇年目となり，一定の経年比較が可能となった

こと，今後作成する予定の「統一的な基準」による財務書類は，現在作成しているもの

とは継続性がなくなることから，現段階において可能な範囲で経年比較や他都市との比

較も併せてお示しすることとしています。
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１ 作成した財務書類

財務書類 説明

貸借対照表 会計年度末の資産保有状況と財源情報を表す財務書類

行政コスト計算書
一会計期間の資産形成を伴わない経常的な行政活動に伴う純

経常行政コストを表す財務書類

純資産変動計算書 一会計期間の純資産額の変動状況を表す財務書類

資金収支計算書 一会計期間の行政活動に伴う資金の流れを表す財務書類

※ 財務書類は，総務省方式改訂モデルにより作成しています。

※ 財務書類の作成基準日は平成２６年３月３１日です（ただし，出納整理期間中

の出納は，基準日までに終了したものとして処理しています。）。

【財務書類の相関図】

２ 対象会計

普通会計（次の会計をまとめたもの）

一般会計（観光施設事業等分を除く。）

母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

土地取得特別会計

市公債特別会計

雇用対策事業特別会計

基金特別会計（公営事業会計分を除く。）

貸借対照表

資産

（うち歳計現金）

負債

純資産

資金収支計算書

当年度歳計現金（資金）増減額
＋

期首歳計現金（資金）残高
＝

期末歳計現金残高

行政コスト計算書

経常行政コスト
－

経常収益
＝

純経常行政コスト

純資産変動計算書

期首純資産残高
＋

当年度純資産増減額
(一般財源，国庫補助金等－純経常行政コスト)

＝
期末純資産残高
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３ 財務書類

（１）貸借対照表

資産 負債

3兆7,301億円 1兆5,045億円

3兆1,081億円

うち市債749億円

　

流動資産

1,113億円

（3.0％）

うち歳計現金79億円

固定負債

1兆4,139億円

流動負債

906億円

69億円

（0.2％）

投資等

5,107億円

貸借対照表（平成25年度）

3兆1,012億円

（83.1％）

・有形固定資産

【内訳】

公共資産

うち市債

1兆3,210億円

（13.7％）

・売却可能資産

純資産

2兆2,257億円

土地や建物，道路，橋

梁等の有形固定資産

や，売却が予定されて

いる売却可能資産

【平成 24年度】  

3 兆 1,190 億円

特別会計（地下鉄や上

下水道等）や外郭団体

への出資・出えんや貸

付金，特定の目的のた

めに積み立てた基金な

ど

【平成 24年度】  

5,026 億円

市債の満期一括償還の

ために積み立てている

基金や現金，市税の未

収金など

【平成 24年度】  

1,043 億円

地方債や未払金，退職引

当金など，将来的に支払

いが見込まれる金額で

す。

【平成 24年度】  

1 兆 4,893 億円

市税や国からの補助金

など

【平成 24年度】  

2 兆 2,366 億円

貸借対照表とは，会計年度末の保有財産（資産）を左側に，それらの資産の取得財源（負債及び

純資産）を右側に記載した財務書類です。資産に対する負債の割合は「負債比率」と呼ばれ，形成

された資産のうち，将来の世代が負担する割合を表しています。

（平成25年度の負債比率：40.3％）

資金収支計算書の期末歳計現金残高 純資産変動計算書の期末純資産残高
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○ 資産について

道路，橋梁，公園，
河川，市営住宅など

学校施設や図書館，

文化施設など

＜減価償却とは？＞

有形固定資産には，償却性資産と非償却性資産があります。

償却性資産とは，取得後，時間とともに価値が減少する資産（建物や機械など）です。償却性資産は，資産の種

類ごとに耐用年数が決められており，その期間内に毎年均等に価値を減じていく「減価償却」という方法で資産と

して計上する価額を決定しています。

一方，非償却性資産とは，取得後，時間とともに価値が減少することのない資産（土地や絵画など）です。

「生活インフラ・国土保全」

と「教育」の２項目を合わ

せると８３．５％となり，

本市の保有する有形固定資

産の大半を占めていること

が分かります。

過去３年間の有形固定資産

額の推移を見ると，新しく

取得（整備）される資産が

ある一方で，既存の資産の

減価償却費（平成２５年

度：５８５億円）などによ

り，減少傾向にあります。



5

○ 負債について

国が返済に責任を持つ臨時

財政対策債（臨財債）が負

債の２１．７％を占めてい

ます。

負債全体としては増

加傾向にあります

が，臨時財政対策債

（臨財債）を除く負

債は減少傾向にあり

ます。
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○ 市民一人当たりの貸借対照表

臨財債

222千円
資産

2,542千円

純資産

1,517千円

負債
1,025千円

市民一人当たりの貸借対照表（平成25年度）

   （平成 26年 4月 1日時点の京都市推計人口:1,467,219人を用いて算出）

  ここでは，作成方式や人口規模を考慮し，本市と同じ「総務省方式改訂モデル」を採用している，人口

１００万人以上の政令指定都市で比較しています。

  なお，現時点では，平成２５年度決算に基づく財務書類を公表していない都市もあるため，平成２４年

度決算で比較しています。

    ※ 資産額は，臨財債，臨財債を除く負債及び純資産の合計です。
     ※ 臨財債の額は，京都市の調査によるものです。

市民一人当たりの貸借対照表は，貸借対照表の資産，負債及び純資産を推計人口で除して算出し

ています。市民一人当たりの貸借対照表を用いることで，人口規模が異なる自治体間で，資産や負

債，純資産の大きさを比較することができます。

本市の資産額は，他都市平均を下回っていますが，負債比率は他都市平均を

上回っています。将来世代の負担割合が相対的に高いことが分かります。



7

（２）行政コスト計算書及び純資産変動計算書

経常行政コスト

5,432億円

物にかかるコスト

1,165億円

（21.4％）

行政コスト計算書（平成25年度）

人にかかるコスト

1,037億円
（19.1％）

純経常行政コスト

5,113億円

経常収益

318億円

移転支出的なコスト

3,030億円

（55.8％）

その他のコスト

199億円

（3.7%）
  

期首純資産残高

2兆2,366億円

純経常行政コスト
△5,113億円

一般財源

3,529億円

補助金等受入

1,485億円

臨時損益

△10億円

当年度純資産増減額

△109億円

純資産変動計算書（平成25年度）

期末純資産残高

2兆2,257億円

行政コスト計算書は，資産形成を伴わない，経常的な行政活動に伴うコストを表す財務書類です。

純資産変動計算書とは，純資産額の変動状況を表す財務書類です。

使用料や手数料など。

なお，受益者負担率（経

常収益÷経常行政コス

ト）は 5.9％です。

既存の有形固定資産の減価償却費

（585 億円）が含まれます。

生活保護費等の社会保

障給付（1,864 億円）

や他会計への支出（780

億円）など

＜行政コスト計算書と純資産変動計算書＞

地方自治体収入の大部分を占める地方税等の一般財源や補助金受入は，行政コスト計算書ではなく，純資産変動

計算書において計算・記録されます。

したがって，純経常行政コストをどのような財源で賄ったかを把握するためには，純資産変動計算書を参照する

ことが必要です。

当年度純資産増減額が△（マイナス）となるのは，

純経常行政コスト（5,113 億円）を一般財源や補助

金受入等の収入では賄いきれなかったことを示し

ています。

これは，地方交付税の代替として発行している臨時

財政対策債が，一般財源ではなく，貸借対照表上の

負債として計上されていることによるものです。

平成 25 年度の貸借対照表の純資産

平成 24 年度の貸借対照表の純資産
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○ 経常行政コストについて

前ページでは，経常行政

コストを「人にかかるコ

スト」や「物にかかるコ

スト」など性質別に分類

しました。

左の円グラフは，同じ経

常行政コストを行政目的

別に分類したものです。

社会福祉給付等の「福祉」

が経常行政コストの半分

以上を占めていることが

分かります。

【参考】  

「福祉」の金額の推移

平成 24年度:2,893 億円

平成 23年度:2,688 億円

「人にかかるコスト」及び

「物にかかるコスト」が減

少しているため，経常行政

コストの総額も減少傾向に

あります。
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○ 市民一人当たりの行政コスト計算書

経常収益
22千円

市民一人当たりの行政コスト計算書（平成25年度）

人にかかるコスト

71千円

物にかかるコスト

79千円

移転支出的なコスト
206千円

その他のコスト

14千円

純経常行政コスト
348千円

      （平成 26年 4月 1日時点の京都市推計人口:1,467,219人を用いて算出）

   ※ 作成方式や人口規模を考慮し，本市と同じ「総務省方式改訂モデル」を採用している，人口１００万人以上の
   政令指定都市で比較しています。
    なお，現時点では，平成２５年度決算に基づく財務書類を公表していない都市もあるため，平成２４年度決算で
    比較しています。

市民一人当たりの行政コスト計算書は，行政コスト計算書の各項目を推計人口で除して算出して

います。市民一人当たりの行政コスト計算書を用いることで，人口規模が異なる自治体間で，行政

コストの大きさや内容を比較することができます。

本市の「市民一人当た

り行政コスト」の総額

は，他都市平均とほぼ

同じ水準ですが，「人

にかかるコスト」及び

「移転支出的なコス

ト」は他都市平均を上

回っています。
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（３）資金収支計算書

経常的収支額
1,046億円

経常的収入
5,683億円

資金収支計算書（平成25年度）

経常的支出
4,637億円

公共資産整備収支額

△146億円

投資的・財務的支出

2,226億円

投資的・財務的収入

1,338億円

投資的・財務的収支額
△888億円

公共資産整備支出
541億円

公共資産整備収入
395億円

                        歳計現金の流れ

              ※ 表示単位未満四捨五入のため合計が一致しない場合があります。

資金収支計算書とは，現金収入と現金支出を「経常的収支の部」，「公共資産整備収支の部」及

び「投資・財務的収支の部」に分けて表示した財務書類です。

地方自治体における現金の出入りを表しており，市債の発行による収入や償還のための支出等が

含まれます。

当年度の歳計現金増減額 11億円

（1,046 億円－146億円－888億円）

人件費
物件費
社会保障給付
など

公共資産整備
支出など

貸付金
地方債償還額
など

地方税
地方交付税
臨時財政対策債
国・府補助金
など

地方債発行額
など

貸付金回収額
基金取崩額
など

期首歳計現金残高 67 億円

当年度歳計現金増加額 11 億円

期末歳計現金残高 79 億円

＋ 
 

 

＝

貸借対照表の歳計現金


